
交通円滑化対策の適切な評価のための区間設定及び評価算定方法の提案* 

Proposal for appropriate interval setting for the evaluation of smoother transportation policy* 
 

門間俊幸**・大脇鉄也***・橋本浩良***・吉岡伸也****・上坂克巳*** 

By Toshiyuki MOMMA・Tetsuya Oowaki・Hiroyoshi HASHIMOTO・Nobuya YOSHIOKA・Katsumi UESAKA 
 

１．はじめに 

 

（１）道路行政マネジメント（交通円滑化対策として） 

道路交通における課題の中で、道路交通渋滞による

損失時間は依然として大きく、社会の生産性を阻害する

原因となることから、全国的に重要な課題となっている。

一方で、厳しい財政制約のもとで、コスト縮減に対する

強い社会的要請から、今後は「既存ストックの活用」も

踏まえた効率的な交通円滑化が要求されている。そのた

めには、交通課題の的確な把握と効率的な施策の立案が

必要であり、以前にも増して施策実施によるパフォーマ

ンスを計測し、地域の交通課題を科学的に検証し、詳細

な交通データに基づく多様な選択肢を検討していくこと

が望まれている。 

従来、国土交通省では、2002年8月の社会資本整備審

議会より「今、転換のとき」が中間答申され、国民の視

点に立ち、より効率的、効果的かつ透明性の高い道路行

政へと転換を図るため、2003年度より、国民にとっての

成果を重視する成果志向の考え方を基本と位置付け、政

策の評価システムを核とする道度行政マネジメントを導

入している１）。これらの中で交通円滑化対策の評価手

法として、区間毎の渋滞損失時間や主要渋滞ポイントな

どの実測データに基づいて、都道府県毎に優先的な取組

みが必要な主要渋滞ポイントを抽出し、効果的・効率的

な対策を立案し、重点投資することで交通円滑化対策を

行うこととしてきた。 

また、2007年11月に出された道路の中期計画（素

案）２）においても、渋滞対策については、日常的に混

雑が発生している箇所（混雑発生頻度）から効果の高い

ところを優先的に選択するということを示した。また、

合わせて目標としては、渋滞損失時間の削減量により客

観的に評価することとした。 

現在、上記の中期計画（素案）以降、交通円滑化に

ついての政策評価を行うための新たな方針や指標は示さ

れていないものの、ハード施策のみならず、公共交通機 
関の利用促進を図るTDM（交通重要マネジメント）政策

や既存ストックの活用を組み合わせるなど、交通円滑化

の推進していくためには、今後も、より客観的な実測デ

ータに基づく評価手法の開発が望まれる。 
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図-1 茨城県の渋滞3Dマップ（事例）（『平成18年度道

路行政の達成度報告書』１）より） 
 
（２）交通指標 

これまで実務で道路計画の作成や施策を立案する際

に用いられてきた交通サービスの程度を表す代表的な評

価指標としては、渋滞長や渋滞損失時間、走行台キロな

どが挙げられる。渋滞長の計測は人手により行われ、ま

た、渋滞損失などの経済損失はシミュレーションにより

推計されてきた３）。しかし人手による計測の場合には

データ精度や調査コストなどの問題があり、シミュレー

ションの場合には推計精度の問題があった。また、観測

による交通量や旅行速度といった交通データも、5年に1

度の道路交通センサス調査に基づくものもあり、より現

況の交通の状況を踏まえるため、連続観測（常時観測）

に基づく交通データの積極的な活用を行うことが望まし

い。 

一方、IT（情報技術）の進展により、位置特定技術

の向上や解析技術が向上し、きめ細かな交通状況が再現

できるようになった４）。特にカーナビゲーションシス

テムは自律航法やマップマッチング処理などの組み合わ

せにより、位置特定精度が高く適用性が高くなっている
５）。車両感知器やカーナビゲーションシステムを使用

した渋滞指標の使用例としては、高速道路においては早

くから導入され、研究蓄積も多い６）。 

しかしながら一般道路においては、高度なIT化に適

したデータの処理手法や交通円滑化の指標算出について

の事例研究は少ない。そこで本稿では、交通円滑化対策

の代表的な指標である損失時間等の設定の際の評価区間

について取り上げ、従来の課題とIT等の交通データの取

得状況を踏まえ、今後実施される平成22年道路交通セン



サスに向けて適切な評価区間の設定を提言することとす

る。 

 

２．交通円滑化対策における評価区間の課題 

 
（１）従来の評価区間 
交通円滑化対策における代表的な交通指標としての

損失時間については、渋滞がない場合の旅行時間と実

際の旅行時間の差を一定区間毎に算出し、その損失時

間に当該区間の交通量を乗じて、合計したものを総走

行時間としている。現在、一般道路においてはこの評

価区間には、平成17年センサス調査対象区間（以下

「H17センサス区間」という。）とDRM（デジタル道路

地図）における区間（以下「DRM区間」という。）の2

種類を主に使用している。H17センサス区間は、5年に

一度のセンサスの調査対象であり、交通量及び道路状

況に著しい変化のない区間として設定されており、都

道府県道以上において全国で約3.6万区間が設定されて

いる。DRM区間は、基本的に幅員5.5ｍ以上の道路同士

の交差点全てで区間が区分され、道路の形状を細かく

表現しており、ナビゲーションなどを志向しているも

のと考えられる。DRM区間数は全国のH17センサス区間

上で約40万区間、全国で約482万区間7）となっており膨

大なデータベースが作成されている。現在実務で用い

る配分ネットに比べるとDRM区間は細かく、H17センサ

ス区間は粗いネットワークとなっている（図-2事例参

照）。 
 

（２）従来の評価区間の課題点 
先述の道路行政の業績達成度については、これら2種

類の評価区間を使用しているものの、それぞれの区間で

短所と長所が存在する。例えばDRM区間では、一つのボ

トルネックの交差点に対し、渋滞区間が分割されており

（図-3①参照）、かつ、短区間（平均で200～400m程

度）のため旅行速度にバラツキが生じ、渋滞の程度の評

価が難しい。一方、H17センサス区間（DID外で平均6km

程度、DID内で2km程度）では、渋滞は一つの区間に収ま

り、損失時間の評価には適している。しかし、区間内に

複数の主要交差点が含まれるため、ボトルネックの位置

の特定が難しいと課題があった（図-3②参照）。 

また、データの取得頻度とも関係し、H17センサス区

間は交通データの利用目的が将来交通需要などの長期を

対象としたものであり、利用目的からは従前より区間を

短くする必要性がそれほどなかったものと考えられる。 

一方で、DRM区間はナビゲーションを志向し、ネット

ワークとしては細かく設定されているものの、交通円滑

化の指標の作成には、各々の区間の交通量や旅行速度と

いった交通データが現状では十分に取得できていないこ

とがあり、断片的な取得となり得るといったことも課題

となる８）。 

渋滞区間

【①DRM区間】 【②H17までのセンサス区間】
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図-3 従来の評価区間の考え方 

  
３．新たな評価区間の設定 

道路交通の課題としての渋滞の原因を分析する際に

は、交通事故のように、事故が引き起こされる原因と事

故の発生箇所は同一の場所であるとは限らなく、渋滞発

生の原因となっているボトルネックとなる位置と渋滞の

問題となる影響範囲が線的又は面的に拡がっていること

が考えられる。効果的な渋滞対策には、原因となってい

るボトルネックの位置を特定し、その結果生じている

渋滞の程度を適切かつ同時に評価できる区間の設定が

重要となる。 
線的又は面的に拡がっている「渋滞の程度」を一つ

にまとめて評価するためには、評価区間はできるだけ

長くとる方が有利である。しかし、あまりに区間を長

くとると、区間内に発生原因となるボトルネックの交

差点を複数含む恐れがでるため、ボトルネックの位置

の特定が不可能となる。そこで、「ボトルネックの位

置」を特定するため、少なくともボトルネックとなる

主要交差点毎で区間を切る必要がある。 
交通円滑化のための交通データ活用における分析対

象の路線は、都道府県道以上の幹線道路であり、渋滞

発生箇所を把握するために幹線道路同士の交差点を基

本として区間（以下「基本区間」という。）を設定す

ることが、取得データを活用した旅行時間・交通量の

算出や損失時間等の分析の観点から合理的であると考

えられる。なお、この区間の平均区間長は2km程度で

あり、多くの渋滞はこの延長に収まる。 
 

図-2 従来の評価区間の考え方 
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＜基本区間の決め方＞ 

・他の路線と接続する箇所（幹線道路同士の交差点、I

C、JCT） 

・道路管理者が異なる箇所 

・自動車専用道路の指定区間の起点終点 

渋滞区間

基本区間（幹線道路同士の交差点間）

ボトルネックとなる交差点
（渋滞の発生原因）

幹線道路

 
図-4 新たな評価区間の考え方 

 
基本区間を評価単位とすることで 

・現在の幹線道路ネットワークにおける車両感知器から

得られる常時観測情報やカーナビゲーションシステ

ムから得られるプローブデータの取得状況を考慮す

るとこれらデータの推計や補完等を用いることで交

通データの活用が実現化 

・道路の線形不良が原因となる速度低下による損失時間

の評価にも、同様の区間設定が有効 

・分析上少なくとも幹線道路の交差点単位での原因究明

ができる。 

・また、道路管理者としても、交差点単位であるため現

場とのイメージがしやすい上、得られたデータをそ

のまま幹線ネットワークの分析に用いることが可能。 

・基本区間に他の区間との連結情報を持たせることによ

り、路線や隣接する交差点との合わせた詳細な解析

が将来可能（H17センサス区間やDRM区間は連結情報

を持たず）。 

といった改善点が期待できる。 

 
４．新たな評価区間での旅行速度と損失時間（試算） 

 本稿では、３．に示した新たな評価区間（基本区間）

とH17センサス区間等について、旅行速度の区間毎の変

化と損失時間について試算をし、比較を行った。 

（１）旅行速度分布による比較 

 評価区間の旅行速度の分布の評価を行うため、2008年

9月から11月まで（3か月）の民間プローブデータを使用
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図-5 旅行速度分布（愛知県内国道23号朝7時台の例） 

し、愛知県内の国道23号の一部区間（下り方向に三重県

境から約20km地点まで）の朝7時台の旅行速度を評価区

間毎に算出した。結果は図-5のとおりであり、それぞれ

左からH17センサス区間、基本区間、DRM区間を評価単位

としたときの旅行速度の分布を示している。 

図-5①のH17センサス区間は、区間の変化がわかりや

すく、速度低下の箇所が発見しやすい。ただし、細かい

区間の急激な速度低下は把握できない。また、図-5③の

DRM区間は延長が短いため、ノイズが多く、信号等の影

響を大きく受けていることが予想される。ただし、急激

な速度低下などの変化が把握可能となる。 

一方、図-5②の基本区間は、ノイズが押さえられる

とともに、区間の変化が比較的わかりやすく、速度低下

の箇所が発見しやすい。また、道路管理者が事業の対策

検討を行う際にも、幹線道路網を構成するリンク単位で

評価を行うことは、対策検討を行う上でも適していると

考えられる。 

 
（２）損失時間の試算 

 一般道路における損失時間の試算について、茨城県内

の国道6号（千葉県境～福島県境の約130km）を対象とし、

交通量は常時観測機器（車両感知器）による観測とその

推定により求め、旅行速度については民間プローブデー

タにより算出を行った。期間は2009年10月（一ヶ月間）

のデータを用いて、区間毎に昼間12時間の値を算定した。 
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ただし、 kLS ：評価区間k の損失時間（人時間/月） 

    iα  ：車種i （大型、小型）の平均乗車人員 

    ijkQ ：評価区間k における時間帯 j の車種i    

       の交通量（上下別、平休別） 

    kL  ：評価区間k の延長 

    jkV  ：時間帯 j （7時～18時の昼間12時間を対象と

する）における旅行速度（上下別、平休別） 

    0kV  ：評価区間k における渋滞がない場合の旅行

速度（上下別） 

まず、式1に基づき区間毎に算出した損失時間を図-6

に千葉県境から並べたものである。なお、図-6において

色付けしたものは2006年度に茨城県道路移動性（モビリ

ティ）向上委員会において選定された主要渋滞ポイント

となるボトルネック交差点を含んだ評価区間であり、道

路管理者等の地元の感覚からみて移動性阻害が生じ、道

路サービスの向上が必要と判断されたものである。した

がって、これらのボトルネック交差点が表現された評価

区間がより望ましい区間設定となるものと考えられる。



ここで、図-6①は基本区間を評価単位として表したもの

で、主要渋滞ポイントは各々すべて別々の基本区間に含

まれ表現されている。一方、図-6②のH17センサス区間

を評価単位としたものでは、一つのH17センサス区間の

中に2つの主要ポイントが含まれている。 
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図-6 評価区間毎の損失時間（茨城県内国道6号の例） 

 

 特に交通円滑化対策の事業効果の高い箇所を優先的に

行っていくためには、道路管理者としては図-7のような

損失時間の高い順に区間を並べて（優先度明示曲線）、

優先度の高いところを評価することがある。図-7では

H17センサス区間で評価したものでは本来、優先度が高

く、対策が必要な区間の評価を低く見積もってしまう区

間が存在する可能性があることが分かる。また、図-7②

のみを観察するだけでは、一つの評価区間に対してボト

ルネック交差点が2か所以上含まれるものは評価できず、

原因究明を際のボトルネック箇所の特定が困難になる。 
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図-7 区間毎の損失時間（優先度明示曲線） 

 

以上の試算結果から、交通円滑化対策のため渋滞等

の原因となっているボトルネック箇所の原因究明を行う

ため、または、優先度を判断するためには、評価単位は

H17センサス区間よりも基本区間で評価した方が適した

ものであることが予想される。 

 

５．おわりに（今後の課題） 

 

本年度は平成22年道路交通センサス調査の実施年で

あり、そのデータベースとなる区間の設定の変更を行う

上でいい機会であると考えられる。また、１．にも述べ

たとおり、車両感知器やプローブデータなどの交通デー

タの利用環境が整いつつある現時点において時宜を得た

ものであり、評価のための適正な区間設定により今後の

道路交通データの解析が期待される。 
今後の課題として、一つのボトルネックが発生原因

にもかかわらず評価区間を跨ぐ渋滞の評価や複数のボト

ルネックが存在する場合は、ボトルネックの異動やボト

ルネック相互の影響の可能性を指摘しされており９）、10）、

これらの面的かつ動的な現状把握を行っていくこと課題

となる。 
なお、本稿は交通円滑化対策のための評価のための

個人的に整理したものであり、国土交通省の見解ではな

い。 
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